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1,344
のCEOに世界68カ国で調査を実施

39%
のCEOが自社の成長見通しに
非常に自信がある
5ページを参照

86%
のCEOが研究開発力やイノベーション
力を変える必要性を認識
14ページを参照



序文

　世界の景気回復は依然として不安定ですが、当
面の圧力は軽減しています。CEOは楽観的な姿勢
を強め、徐々に生き残りモードから成長モードへ
の転換を図っています。PwCが毎年実施する世界
CEO意識調査の最新版に示されるとおり、各CEO
が社内で実施している変革は今や経済的逆風を避
けることよりも将来に備えることに重点を置くよ
うになっています。

　今後12カ月間に世界経済が改善すると回答し
たCEOの割合は44％となり、昨年から倍増しま
した。これに対して、今後1年間に経済情勢が悪化
すると考えるCEOの割合はわずか7％にとどま
り、昨年の28％から減少しています。また、自社の
成長見通しに対する自信も強まっており、39％が
2014年の収益増に「非常に自信」があると回答し
ています。

　しかし、CEOは世界経済の非常に複雑な兆候を
読み解くという課題も抱えています。昨年は先進
国の景気が低迷した一方で、新興国が急成長しま
した。今年は先進国の景気が回復する一方で、一部
の新興国の成長は鈍化しています。
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　CEOは世界の経済成長におけるこのように微妙
な変化にどのように対応しているのでしょうか。
調査結果からは、CEOの約3分の1が、既存市場で
の成長機会に重点を置いており、新規市場の開拓
を計画しているのは14％に過ぎないことがわか
ります。事業活動を集中させることになる海外市
場については、多くがポートフォリオの見直しを
図っています。また、米国への関心を強めるととも
に、現在ではドイツや英国の方がBRICS諸国より
も有望であると考えています。

　一段と影響力の大きな変化も現れ始めていま
す。CEOは三つの世界的トレンド、すなわち技術
進歩、人口構造の変化、世界的な経済力のシフトが
今後5年間の事業に大きな影響を与えることにな
ると述べています。また、そうしたトレンド間の相
互作用もトレンドそのものと同様に重要になるで
しょう。

　簡単に述べると、現在は、生活や労働の場所、生
き方や働き方から、企業とステークホルダーが相
互に影響を与え合う社会的状況や政治的状況に至
るまで、全てが流動的です。こうした状況から、イ
ノベーションや成長のための新しい機会が数多く
生まれるでしょう。しかし、こうした機会をつかむ
ために、企業は積極的に自社機能の徹底的な見直
しに取り組まなければなりません。このような新
たな世界では、単に業務だけではなく、事業の真の
目的が問われるようになるでしょう。

　企業は将来への適合競争において特に三つの問
題を克服しなければならないと考えられます。つ
まり、技術を利用して全く新しい価値創造方法を
見つけること、人口構造の変化を利用して将来の
労働力を形成すること、そして同様に重要なのが
新たな経済情勢の中で要求を強める消費者を満足
させる方法を理解することです。

　CEOはこうしたトレンドの進展に伴って、自ら
に対する要求が急激に強まることを認識していま
す。CEOは急進的かつ系統的なイノベーションを
奨励し、自分とは異なる見方、考え方、行動様式を
持つ消費者や従業員とのつながりを築き、新たな
事業運営モデルを試みる一方で既存の効率を維持
し、品質や規範で妥協することなく価値を提供し
ていかなければなりません。つまり、CEOには二
つの世界をまたぐハイブリッドリーダーになるこ
と、すなわち旧世界の利点を生かす一方で新世界
の最先端で事業を運営することが求められるよう
になるでしょう。
　
　PwCの調査に参加し、意見を聞かせてくださっ
た世界68カ国の1,300名余の企業トップの皆さ
まに心から感謝いたします。皆さまが積極的かつ
率直に参加してくださることが、今年で17回目を
数えるPwCの世界CEO意識調査を成功させる唯
一最大の要因です。回答者の皆さまが喜んで貴重
なお時間を割いてくださったことで、この調査を
最大限広範かつ正確なものにできたことにも感謝
します。特に、より深く詳細なお話をお聞かせくだ
さった34名のCEOの方々に深く感謝申し上げま
す。この方々のコメントは、本報告書の随所でご紹
介いたします。

デニス・M・ナリー（Dennis M. Nally） 
PwCインターナショナル
会長

CEO は三つの世界的トレ
ンド、すなわち技術進歩、
人口構造の変化、世界的
な経済力のシフトが今後
5 年間の事業に大きな影
響を与えることになると
述べています。
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　CEOは世界経済について昨年よりも前向きな見
方を強めており、昨年の2倍に相当する数のCEO
が今後12カ月間に世界経済が改善すると考えて
いる（図1参照）。逆に、世界経済が悪化すると考え
ているCEOの割合はわずか7％に過ぎず、2013年
の28％から減少した。

　しかし、意見は地域によって大きく異なる。世界
経済が改善すると考えているCEOの割合は中・東
欧でわずか4分の1にとどまったのに対して、西
欧と中東では回答を寄せたCEOの半数にのぼる。
したがって、一部のCEOが示した楽観的な見解の
根底にあるのは、状況が本当に改善しているとい
う確信ではなく、特定のリスク（ユーロ圏の崩壊
など）を当面は回避できたという安心感なのかも
しれない。

　さらに、世界的な経済成長の拡大が自社の成長
に結び付くか否かについて、CEOは慎重な姿勢を
崩していない。短期的な見通しについてはやや希
望を持っている（図1参照）ものの、今後3年間に
ついては12カ月前と同様に楽観論に懸念を示し
ている。

楽観的な見解

2013年下半期には、世界
各国の景気の回復の兆し
として製造業の出荷（経済
活動の先行指標）が回復し
ていた（中略）。当社として
は、このような好ましいト
レンドが2014年も続くと
楽観視している。
Angeliki Frangou,
CEO & Chairman, Navios 
Group of Companies

44%
のCEOが今後12カ月間に
世界経済が改善すると考
えている。
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　多くのCEOは、改革と成長のバランスを図る政
府の取り組みに対して、依然として非常に神経質
になっている。自社の成長見通しにとって脅威と
なり得る要因としてトップに挙がったのは過剰規
制で、72％がこれについて懸念している。また、多
大な債務を負った政府が急増する財政赤字の解消
に取り組むことができるか否かは、過去4年間に
わたってCEOの視界を遮る最大の暗雲の一つで
あり、これについて懸念を表明しているCEOの割
合は71％と、2011年の61％から増加している。

　従って、実際のところCEOはまだ深刻な懸念事
項を抱えていることになる。しかし、目先の経済
見通しに対する自信はこの12カ月間に安定した。
CEOは、Bank of England総裁であるMark Carney
が2013年11月に英国経済について述べたとおり、
久しぶりに「楽観主義者でなくても状況をプラス
に受け止めることができる」と考えているようで
ある1。

調査ベース：全回答者（2014年＝1,344名、2013年＝1,330名、2012年＝1,258名、2011年＝1,201名、2010年＝1,198名、
2009年＝1,124名、2008年＝1,150名、2007年＝1,084名、2006年（調査未実施）、2005年＝1,324名、2004年＝1,386名）
出典：PwC第17回世界CEO意識調査

2011201020092008200720062004 2005 20142012 2013

自社の成長に非常に自信があるCEO 世界経済が改善することを確信しているCEO

41%
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今の経済情勢には勢いが
ある。しかし経済はあるべ
き姿にない。景気回復力が
強まらないのは、ほぼ全て
の分野で過度の不透明感
という重荷を背負ってい
るためである。それが、銀
行規制やバーゼルIII、ボ
ルカールールゆえの金融
分野の不透明感であろう
と、税制改革の不透明感で
あろうと、医療保険制度改
革法ゆえのヘルスケアの
不透明感であろうと関係
はない。このように金融危
機から5年を経ても、まだ
決まっていないことがあ
まりにも多いため、全般的
な自信を回復して計画を
立てることがより難しく
なっている。
Stephen A. Schwarzman,
Chairman, CEO and
Co-Founder, Blackstone
米国

88% 
の北米のCEOは財政赤字
と債務負担への政府の対
応を懸念しており、この割
合は世界全体のCEOを対
象とした場合の71％を上
回っている。 

図1　世界経済の改善を確信するCEOの割合は、自社の成長見通しを確信するCEOの割合を上回る
質問：今後12カ月間に、貴社の収益が成長する見通しについてどれくらいの自信をお持ちですか。
質問：あなたのお考えでは、今後12カ月間に世界経済は改善する、変わらない、減速するのうち、どれになりますか。



　CEOは生き残りを模索する姿勢から脱しつつあ
るが、世界経済が徐々にリバランスを図っている
ことから、成長の追求はますます複雑化している。
2012年には、先進国の景気が低調な一方で、新興
国の経済活動が非常に活発であったが、2013年
には微妙な状況となり、先進国の景気が回復し始
めた一方で、一部の新興国の成長が鈍化し、その過
程で選別化が進んだ。

　2013年第3四半期までに、米国経済は金融危機
前の2007年と比べてすでに4％拡大していた。日
本経済も危機前の水準まで回復し、ユーロ圏もそ
うなると期待されていたが、2013年下半期の低
迷によって期待外れの結果となった（図2参照）。

 　先進国の景気は回復しているが、一部の新興国
の成長は鈍化している。米国やその他の先進国が
金融政策を転換するとの見通し（米国については
2013年12月に実現）から、一部の新興国で大量
の資本流出が生じた。こうしたマクロ経済の変化
によって、成熟市場に対する関心が回復する一方
で、一部の新興国では弱点が露呈し、新興国間の格
差も明らかになった。

出典：PwC
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図2　先進国の経済活動は危機前の水準まで回復
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BRICSは一枚岩ではない
　中国経済は、多額の外貨準備と中央政府が導入
した広範な改革措置のおかげで依然として堅調で
ある。しかし、ブラジルは過剰な債務負担に苦しん
でおり、インドは市場開放が遅々として進まない。
他方、ロシアは商品輸出に過度に依存しており、南
アフリカでは過剰な規制が成長の足かせとなって
いる。

　この調査に回答した企業幹部はそういった状況
の変化を実感している。昨年は、中南米のCEOの
53％が今後12カ月間の自社の収益増に「非常に
自信がある」と回答した。今年は、このように楽観
的な見解のCEOの割合は43％にとどまった。これ
とは対照的に、中東のCEOは昨年よりも楽観的な
見解を示しており、収益を増加させられると考え
るCEOは69%と、2013年の53％を上回った。西
欧のCEOも昨年よりはやや自信を強めたものの、
他の地域と比べるとまだ弱気である。このような
各地域の見解の変化は、今後3年間の成長見通し
についても同様となった。

　さらに、CEOは新興国の成長鈍化以上に先進国
の成長低迷を懸念しているものの、その差は驚く
ほど縮小している（下記参照）。

　また、一部の新興国で事業を営む際の見えざる
コストがより明確になりつつある。組織の非効率
性は重大な懸念要因の一つだ。しかし、アフリカ、中
南米、中東のCEOはそれ以外の地域のCEOと比較
して、インフラに関する問題、サプライチェーンの
混乱、贈収賄や汚職についてもより懸念している。

CEOは先進国の低成長に対する懸念と
ほぼ同様の懸念を新興国の成長鈍化ににも抱いている

調査ベース：全回答者（1,344名）
出典：PwC第17回世界CEO意識調査

多少懸念している 非常に懸念している

47% 24%

46% 19%

先進経済諸国の低成長
またはマイナス成長の継続

高度成長市場の景気鈍化

世界の成長市場の中でも
選別化を進めなければな
らず、そうすることで事業
機会がより明確になり、し
かも多くの機会が存在す
る（中略）。これはBRICS諸
国の特定の国のみではな
く、複数の国々について、
また継続的かつ持続可能
な成長について述べてい
るのである。
Arif Naqvi,
Founder and Group Chief 
Executive,
The Abraaj Group

世界経済は今後数年間に
わたって、相当雑多な様相
を呈すると考える。従っ
て、企業としてどこで活動
するかを検討することが
非常に重要になるだろう。
Alison Watkins,
CEO, GrainCorp
オーストラリア 2

質問：貴社の成長見通しにとって脅威になる可能性がある経済要因、政策的要因、ビジネス上
の要因についてご懸念があるとしたら、それぞれどの程度でしょうか。（CEOが挙げた
二つの脅威を掲載）



世界的な経済のリバランス行動

変化する海外拠点
　では、CEOはこうした変化にどのように対応し
ているのだろうか。約3分の1は既存市場でのシェ
ア拡大が2014年の主な成長機会であると回答し
ており、これに対して新たな地域における市場の
開拓を成長機会と見なすと回答したCEOの割合
は14％にとどまった。

　CEOはまた、複数の領域で成長機会を模索して
いる。多くは、今後重点を置く海外市場のポート
フォリオを見直している。また、昨年よりも米国へ
の関心を強めている。さらに、現在ではドイツや英
国をBRICS諸国市場よりも有望視している（図3
参照）。

　しかし、CEOが探っているのはそうした国だけ
ではない。今後3年～5年間の成長見通しが最も
有望であるBRICS諸国以外の国はどこかという質
問に対しては、インドネシア、メキシコ、トルコ、タ
イ、ベトナムがいずれも上位10カ国に入った。

調査ベース：全回答者（2014年＝1,344名、2013年＝1,330名）
出典：PwC第17回世界CEO意識調

先進国 新興国

中国英国
インドブラジルロシアインドネシアメキシコ日本

ドイツ米国

2014年にこの国を挙げたCEOの割合（%）

2013年にこの国を挙げたCEOの割合（%）

資本は当社が相対的に優
位にあり、リスクの評価が
しやすい市場に集中させ
ている。つまり、簡略化と
集中化を進めているので
ある。今後20年間に成長
する市場について慎重に
検討し、資本を薄く広く投
資するのではなく、そうし
た市場に取り組むための
資本を確保することとし
た。
Douglas Flint,
Chairman, 
HSBC Holdings Plc.
英国

今後数年間にわたり、当社
ではすでに事業を営んで
いる国を最大限に活用す
ることを計画している。目
指しているのは、主にアン
ゴラ、ペルー、メキシコ、ベ
ネズエラ、アルゼンチンお
よび米国における事業の
多角化と投資の拡大およ
び分散化である。 新規市
場に関しては、最高の成長
率を予想しているアフリ
カ大陸に注目している。
Marcelo Odebrecht,
CEO, Odebrecht
ブラジル

図3　CEOは成長を求めて一部の先進国に再び注目
質問：今後12カ月間で、貴社が本拠を置いている国を除き、貴社全体の成長見通しに関して最も重要だとお考えになる3カ国を挙げてください。
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新興市場の中では、私たち
はこれまでの数百年間で
アフリカが初めて世界の
経済成長に相当寄与する
ことになると考えている。
アフリカ大陸は低水準か
らではあるものの、約5％
のペースで成長し始めて
おり、世界で最も速いペー
スで成長する地域となっ
ている。
Brian Molefe,
Group Chief Executive, 
Transnet SOC Ltd.
南アフリカ

世界経済のリバランスが進む中で
成長機会を見い出すという難問

重大な決定を下すために利用する情報の精度を確保するために
何をしているか？

（金融引き締め策への転換を受けて）借り入れコストが増大する世界に
備えるために、資金調達計画をどのように調整しているか？

先進国の景気回復を活用するために、どのような戦略の調整を
行ったか？

新興国が中長期的に自社の中核市場となることに対する備えはあるか？

明日の成長源となりつつある新・新興国において、自社はどのような
位置にあるか？



事業形態を変革する
三つのトレンド

　では、将来はどうなるのだろうか。CEOは、三つ
の大きなトレンドが今後5年間に事業を変容させ
ることになると述べている。5分の4は、デジタル
経済、ソーシャルメディア、携帯機器、ビッグデー
タなどの技術的進歩の存在を挙げた。半数以上は
人口構造の変化や世界的な経済力のシフトも指摘
している（下記参照）。

　当然ながら、こうしたトレンドは目新しいもの
ではない。変化したのは、進展の速度であり、トレ
ンドの衝突によって全く異なる環境が創造される
という点である。

 　デジタル革命によって、かつてないほど多く
の人がより大きな影響力を獲得した。コラボレー
ションネットワークが従来の企業による経営に
取って代わり、消費者は仮想メディア上で情報や
アドバイスを交換し、そして市民がジャーナリス
トを装っている。

　他方、一部の国々で人口の伸びが鈍化ないしゼロ
になることに起因する人口構造の変化によって、世
界の労働力の大規模な再配分が進んでいる。労働は
富を生むため、労働力の再配分は将来の消費パター
ンにも大きな影響を与えることになるだろう。

現状、世界は大きな変化を
遂げており、世界が5年前
と同じ状況であるとはも
はや考えることはできな
い。例えば、5週間前あるい
は5カ月前の状態からも
変化している。そして変化
のスピードは加速してい
る。社会や組織のリーダー
は、世界の絶え間ない変化
に精通するべく、その状況
について理解し、その変化
に適応することによって
リーダーシップを発揮す
ることができるのである。
Juan Béjar,
CEO, Fomento de
Construcciones y
Contratas (FCC)
スペイン

テクノロジーは全てに行
きわたっている大きなト
レンドである。従って、銀
行業務に影響を与え、大変
革をもたらすだろう。
Chanda Kochhar,
MD & CEO, ICICI Bank
インド

技術進歩 人口構造の
変化

世界的な経済力の
シフト

調査ベース：全回答者（1,344名）
出典：PwC第17回世界CEO意識調査

CEOは事業形態を変革する三つの世界的トレンドを認識
質問：今後5年間で、次に挙げる世界的なトレンドのうち、貴社のビジネスに最も革命的影響を与えると思われるものを挙げ

てください。（CEOが最も多く挙げたトレンドのトップ3を掲載）
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　こうした世界的トレンドは、社会にも根本的な
変化をもたらしている。例えば、好ましい変化とし
ては、新興国の所得増加によって10億人が今より
も豊かになるだろう。他方、好ましくない変化とし
ては、失業率と資源不足の悪化が見込まれる。

　経済界もこうした問題とは無縁ではない。逆に、
こうした問題への取り組みが求められ、問題を解
決できた企業は優位となろう。深刻な社会問題に
革新的な解決策を提示した企業では、収益も増加
し、信頼も高まる。

　しかし、CEOはこうした強力な世界的変化へ
の対応が組織に大きく影響することも認識して
いる。これは、CEOによるコスト構造の変革方法

（P25の図E参照）や世界的トレンドに対応した
組織設計、技術投資、サプライチェーンなどの分
野の変革（P25の図C参照）から明らかである。鍵
となる問題は、市場や顧客に提供する製品・サー
ビスの変化に合わせた事業モデルやコスト基盤
をいかに創造して収益を拡大していくかという
点である。

やがて起こる革命
　要約すると、技術進歩、人口構造の変化、世界的
な経済力のシフトによって、今後数十年間は引き
続き大きな変化が起きるだろう。また、こうした三
つのトレンド間の相互作用もトレンドそのものと
同様に重要となる。こうしたトレンドが相まって、
イノベーションや成長のための新たな機会が数多
く生まれる一方で、同時に多くの新たな課題も生
まれるものだ。

　生活や労働の場所、生き方や働き方、働いて生活
を営む社会の状況や政治情勢など、全てが流動的
である。そしてこれは企業の役割を変えなければ
ならないことも意味している。しかし、適応するだ
けでは不十分である。あらゆる認識を超えて変化
する世界では、業務だけではなく、企業の真の目的
が問われることになるだろう。

　次のページからは、CEOにとってのこうしたト
レンドの意味と将来に適合するための組織作りに
ついて詳細に見ていく。特に、注目するのは以下の
三つの課題である。

•  テクノロジーを利用して、全く新しい価値創造
方法を見つける。

•  人口構造の変化を利用して、明日の労働力を開
発する。

•  新しい経済状況の中で、顧客の要求を満たす。

今日、企業にとって最大の
脅威は企業そのものであ
る。環境に適応し社外と同
じく社内においても競争
力を構築する必要性を認
識しなければ、企業は危機
にさらされる。
Raul Baltar Estevez,
CEO, Banco Exterior
ベネズエラ

76% 
の CEOは過去12カ月間に
コスト削減を図り、64％は
今後12カ月間にコスト削
減を計画している。

社内効率とは、例えばコー
ルセンターのスタッフを
削減することだけではな
く、より簡単なインター
フェース、より便利なサー
ビス利用方法を通じて事
業モデルを高めることを
も意味する。
Mikhail Slobodin,
CEO, VimpelCom Russia
ロシア



出典：Richard Lipsey、Kenneth I. Carlaw、Clifford T. Bekhar
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全く新しい方法での
価値の創造
　より多くの汎用性の高い技術の開発によって世
界が20世紀中に受けた恩恵は、その前の4世紀間
を合わせたよりも多かった（図4参照）3。消費者は
かつてないほど急速にこうした進歩を取り込んで
いる。電話が米国の世帯の半数に普及するには76
年を要したが、スマートフォンがこれを達成する
のに要した期間は10年にも満たなかった 4。

　デジタル世代（ソーシャルメディアや多様な機
器を積極的かつ定期的に利用する人の数）は急速
に増加すると予想される。例えば、英国の場合、デ
ジタル世代は2020年までに消費者の61％を占め
るようになると見られ、2013年の19％から増加
する 5。

　また、周知のとおり、テクノロジーに通じたこう
した消費者の多くが電子機器を利用した情報伝達
や情報交換を望んでいる。そうした世代がいかに
電子機器でつながっているかということは、フェ
イスブックの登録者数が11億9,000万人と、今や
インドの人口とほぼ等しいという事実から明らか
である 6。これに応じて、ネットワーク機器の数は
急増しており、2020年までにこうした機器の数
は人口の7倍に達するだろう（図5参照）7。

図4　イノベーションスピードの劇的な加速
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出典：Cisco Internet Business Solutions Group

優良事業
　Dow Chemicalは競合製品よりも賞味期限
が長く、飽和脂肪の少ない料理用油を作るため
の多収穫品種を開発した。この品種はベストセ
ラーとなり、農家、食品メーカー、消費者の満足
がDowをも満足させる結果となった。同様に、
Becton Dickinsonは、HIVなどの感染を拡大さ
せる針刺し傷から医療関係者を守るために、注
入器を開発した。現在では、針を使わないこの
注入器システムが同社の収益の4分の1を占め
ている。

　デジタル革命により、アクセスや携帯がこれま
で以上に簡単で柔軟性が高く、個人のニーズに合
わせた商品、サービス、体験を望む新世代の消費者
が誕生した。そうした消費者は現実世界と仮想世
界をリアルタイムでシームレスに移動することを
求める。そして、そうした世代はその望みを達成す
るために、自身について多くを公開することをい
とわない。

　今後10年間に自社や業界または社会に革命を
もたらす大きな出来事は何かとの問いに対して、
CEOがトップに挙げたのは当然ながらテクノロ
ジーであった（P24の図A参照）。この革命を支え
る社会技術、モバイル技術、分析技術、クラウド技
術によって、企業がこれまでと全く異なる方法で
価値を創造するための機会、そして実際には企業
が従事する事業を再定義する機会が数多く生まれ
ている。
 
　さらに、波及効果は顧客へのサービス向上による
事業拡大をはるかに超えている。新たなテクノロ
ジーで武装したCEOには複雑なニーズに取り組む
ことによって、リーダーシップを発揮して社会の変
化を促す機会が与えられる。これを慈善事業にする
必要はない。一部の企業が証明しているとおり、社
会の緊急問題を解決して利益を得ることは十分に
可能である（補足記事の優良事業を参照）8。

私 た ち は 常 に テ ク ノ ロ
ジーにいかに関与し、これ
を利用するかについて考
えているが、そうすること
により顧客を惹きつけて
いるのだ。
Craig Donaldson,
CEO, Metro Bank
英国

図5　接続機器の劇的な増加



製品／サービスの革新

既存市場の
シェア増加

新たな地域の市場

M＆A

新たな合弁事業
または
戦略的提携

全てが非常に速いスピードで展開
　では、調査対象のCEOはどのように将来に備え
ているのか。回答者の3分の1は、主に既存市場
における本業の成長を刺激するものとして、新製
品または新しいサービスに期待している（図6参
照）。また、大多数は自社のイノベーション力の向
上を望んでいる。例えば、86％は自社の研究開発
部門の改変を目指しており、88％はビッグデータ
の利用・管理方法の改善を探り、90％は技術投資
の変更を図っている。

　しかし、目標と行動の間には大きな隔たりがあ
る。実際に計画したイノベーションにすでに着手
しているか、あるいは、これらを完了し自社のイノ
ベーション力を高めているCEOの割合は27％に
すぎない。また、ビッグデータへの取り組みを進め
ているCEOの割合は28％に過ぎず、技術投資を変
更したCEOの割合は35％にとどまっている。その
一方で、企業や社会を変えつつあるトレンドを利
用するには研究開発部門の態勢が不十分であると
考えるCEOの割合は65％にのぼる。

　何がCEOを躊躇させているのか。要因の一つと
して、「そうだ」とひらめいたこの瞬間を体系的な
イノベーションに転換する方法がはっきりしない
ことが挙げられるかもしれない。二つめの要因と
しては、さらに新たな技術が誕生して、それまでの
イノベーションの取り組みが無駄になるとの懸念
もあるだろう。約半数のCEOは技術進歩のスピー
ドについて懸念している。また技術がユーザーに

「受け入れられない」と重大な結果を招く。その証
拠が、ブルーレイ方式とHD DVD方式がたどった
それぞれの運命である。また、多くの企業は収集し
たデータの利用方法に自信がない。

　こうした課題があるため、イノベーションに関
して多くのCEOの動きが鈍るのも不思議ではな
い。しかし、成功を収めたCEOの大半は、イノベー
ションの「産業化」すなわちイノベーションを繰
り返し可能で、信頼でき、測定可能なものにするた
めに三つのことを実行している。あらゆる形の画
期的なイノベーションへの注力、規律正しいイノ
ベーション手法の導入、コラボレーションのさら
なる活発化である 9。

全く新しい方法での価値の創造

調査ベース：全回答者（1,344名）
注記：1％のCEOは「わからない／回答拒否」と回答
出典：PwC第17回世界CEO意識調査

図6　今年、CEOは新製品および新たなサービスをこれまで以上に重視
質問：今後12カ月間で、ビジネスを成長させる可能性がある潜在的要因のうち、貴社ビジネ

スを成長させる主要なものは次のうちどれだとお考えになりますか。
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画期的なイノベーションに注力
　賢明なCEOは画期的すなわち状況を一変させる
イノベーションに注力し、戦略の中にそれを明確
に取り込んでいる。また、テクノロジーを利用して
新製品や新たなサービスを開発するばかりか、新
たなビジネスモデルを創造している。具体的には、
関連する製品やサービスを組み合わせることに
よって、全面的なソリューションを創り出すこと
などである。実際、そうしたCEOは、製品やサービ
スを目的達成のための手段に過ぎないと認識して
いるため、製品やサービスよりも成果を重視する。

　画期的なイノベーションによって、企業はルー
ルを改め、新興国の一部の企業がしているように、
老舗の競合企業を追い抜くことができる。そうし
た事例の一つがKhosla Ventures である。同社は、
実際の学校とオンライン学習を教科書ではなく携
帯電話で結び付けたケニアの新規事業に資金を供
給した。この事業によって、すでに数百校が開校し
ており、子供一人に付き毎月5ドルを徴収すれば
学校の採算がとれるため、現地の家庭でも子供を
学校に行かせることができる 10。

 　これ以外にも、現実と仮想の新しい組み合わせ
によって現状を一新し、その過程で深刻な社会問
題を低減する多くの機会が生まれる。例えば、携帯
電話を通じて提供されるスマート診断システムを
利用し、患者の病気について自分で対処可能か医
師の処置が必要かを見極めることができれば、保
険医療費を削減することができる。

　インドのApollo HospitalsでManaging Director
を務める Preetha Reddyは「私たちはテクノロ
ジーに投資して、病院内から消費者の玄関先に至
るまでのあらゆる場所でポイント・オブ・ケア検
査を非常にコスト効率よく実施する方法を見つ
けなければならない。それができれば、保険医療の
提供方法に革命が起きるだろう。私たちは、ポイン
ト・オブ・ケアを文字どおり自宅でもできるよう
になるだろう。」と述べている。

私たちはイノベーション
を重要視しており、すでに
その目的に向けたさまざ
まな重要な措置をとって
いる。
Stavros Lekkakos, 
CEO, Piraeus Bank
ギリシャ

47% 
の CEOは技術進歩の速度
が、自社の成長見通しに
とって脅威になる可能性
があるとの懸念を抱いて
いる。この割合は昨年の
42%から増加した。

ICT（Informat ion and 
C o m m u n i c a t i o n s 
T e c h n o l o g y ）や情報
を入手するためのコスト
が劇的に安価になってい
る。情報のイノベーショ
ンを活用したものが市場
での優位を得るビジネス
環境。（中略）ICTが当社ビ
ジネスに与える影響と活
用方法に関してはタスク
チームを作って取り組ん
でいる。ビックデータの活
用についても進めている。
古森重隆 
富士フイルム
ホールディングス株式会社
代表取締役会長・CEO
日本



イノベーションの確かな枠組みの導入
　最も成功した企業幹部は画期的なイノベーショ
ンに注力するのみならず、それを他の事業プロセ
スと同様に扱う。ここでは、取締役会レベルでの緊
密なコラボレーションが非常に重要になる。最高
情報責任者が他の経営幹部と強力な協力関係を築
いている企業は体系的なイノベーションの育成に
成功する可能性が高い 11。

　そうした企業は、欲しているイノベーションの
種類や、測定方法に関する計画、イノベーションを
得る代わりに犠牲とするものについて明確な基本
原則を設定している。また、専任部門や反復や拡大
が可能な厳格なプロセスを備えた研究開発部門も
創設している。この好例がIntelである。この半導
体メーカーはグローバル・イノベーション・セン
ターを構築し、品質管理に使用されるプロセスに
類似した体系的な研究開発プロセスを利用して、
顧客に最も近い従業員からのフィードバックを定
期的に捉えている 12。

パートナーのエコシステムとの
コラボレーション
　もっとも、優秀なイノベーターは自身で全ての
イノベーションを起こすことはなく、逆に業界内
外のさまざまなパートナーと広く協働する。また、
定期的に、新製品や新たなサービスを顧客と共同
作成する。さらに、オープンイノベーションやイン
キュベーション、ネットワークイノベーションな
ど、さまざまな方法でのイノベーションを試して
いる。

　本調査に回答したCEOはコラボレーションの
重要性について十分に認識しており、44％が革新
的エコシステムを積極的に開発している。CEOの
計画の中では、パートナーシップも際立った特徴
となっており、44％が今後12カ月間に新たな合
弁事業契約または提携契約を結ぶ意向を示してい
る。しかし、回答を寄せたCEOの4分の3以上はそ
うした契約に着手するためには戦略の変更が必要
であること、またはすでにそうした変更に取り組
んでいることを認めている（下記参照）。

全く新しい方法での価値の創造

CEOは提携のために
戦略を精査

調査ベース：全回答者（1,344名）
出典：PwC第17回世界CEO意識調査

13%変化の必要性を認識

変化のための戦略を策定中 24%

20%変化を実現する具体策を持っている

21%進行中または完了した

私見ではあるが、現在のと
ころ、本業の成長は多くの
意味で必要であり、それゆ
えに適切なパートナーと
戦略的提携を結ぶことは
非常に重要である。
Chen Long, 
Chairman, China 
Resources Enterprise
Limited
香港

44% 
の CEOは、自社が今後3年
間の最優先事項として、成
長をサポートする革新的
エコシステムの構築に注
力していると回答。

質問：今後5年間に貴社のビジネスに最も革命的影響を
与えると思われる上位三つの世界的トレンドを利
用するために、次に挙げる分野でどの程度変化し
ようとしていますか。

（挙げられた分野の一つはM&A戦略、合弁・共同
出資事業または戦略的提携）
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政府からの支援
　 米 国 政 府 は シ リ コ ン バ レ ー の 創 設 に 大
きく貢献した。当初は、直接提供とStanford 
Universityからの事業売却契約を通じた提供
の双方で資金を提供。こうした事業売却契約に
よって、業界と地元の研究機関の緊密な結び付
きが育まれた。また、弾力的な労働法や移民法
と確かな知的財産法が相まって、傑出した頭
脳が流入。1995年から2005年には、移民がこ
の地域の半数以上の企業の設立を担った。さら
に、連邦倒産法第11章によって、破産者がやり
直すことが比較的容易であるため、失敗を許容
する文化が生まれた。

　英国政府はロンドンのシリコンラウンドア
バウトの開発においてこうしたアプローチに
倣い、起業家用ビザ、研究開発費の税額控除、投
資家向けの優遇税制を導入した。また、省庁を
創設して、この地域の振興を図り、年間50社に
拡大のための支援を与えるというスキームに
着手した。その結果、シリコンラウンドアバウ
トに創設されたハイテク企業は2008年に15
社だったのが、現在では1,300社を超えるほど
となった。

　その一因としてはおそらく、好ましい提携企業
を見つけることが次第に難しくなっていることが
ある。背景には、協働する企業がますます増えてい
ることがある。従って、一流のパートナーを望んで
いる企業は交渉の席で自らがより多くの好条件を
提示しなければならない。一部の企業は事業内容
の見直しを図るとともに、必要なスキルの見直し
も図っている。この典型がGoogleである。同社は
通常、他のハイテク企業と協力しているが、現在は
同社の無人自動車の公道走行のために自動車保険
業界のパートナーを探している 13。

　同様に、政府との協力も取締役会の議題となっ
ている。30％のCEOは、革新的エコシステムの育
成が政府の仕事であると考えている。しかし、こ
の点で政府が効果的であったと考えているCEO
はわずか18％に過ぎない。さらに40％は、規制に
よってイノベーションの取り組みが妨げられてい
ると回答。ただし、33％はその逆であると回答し
ている。

　実際、シリコンバレーやシリコンラウンドアバ
ウトなどのイノベーションクラスターの開発にあ
たっては、政府の支援策が必要不可欠であった（補
足記事、政府からの支援を参照）14。

　画期的なイノベーションを生むのは、古い考え
や慣習の放棄、実践と進化、環境変化への適応であ
る。また、イノベーションを育む文化も必要であ
る。社員の考え方、話し方、決断や行動の仕方が変
わらなければ、そして経営陣が道筋を示さなけれ
ば社風は変わらない。

私は、お客さまやサービ
スプロバイダーとコラボ
レーションしていく時代
になったのだと認識して
いる。（中略）企業のお客
さまは、お客さま自身の
ビジネスモデルを変革さ
せていく。
クラウドコンピューティ
ン グ を は じ め と す る
様 々 な メ ガ ト レ ン ド の
中で、私たちはその変化

（Transformation）のお手
伝いをするパートナーで
ありたいと考えている。
また、個人のお客さまは、
デジタルな社会の中でよ
り豊かで便利な生活を求
めていく。そうしたライ
フスタイルの変化につい
てもパートナーとして支
えていきたい。
鵜浦博夫 
日本電信電話株式会社
代表取締役社長
日本

全く新しい方法で価値を創造することについての難問
技術的イノベーションの先駆者となるために何をしているか？

デジタル時代のための戦略はあるか？その戦略を実現するためのスキルはあるか？

「デジタル」を単にもう一つのチャネルとして扱うのではなく、顧客が望みどおりの成果を達成する
ことを後押しするための手段として、どのように利用しているか？

新たなテクノロジーが異常な速さで出現していることを踏まえて、製品の陳腐化を避けるために、
どのように販売サイクルを修正しているか？また、どのようにイノベーションを加速させて収益
の拡大を図っているか？

コラボレーションネットワークの中でイノベーションを奨励するためには、どのような種類の利益／
リスク分担モデルが必要になるか？ 



出典：国連事務局経済社会局人口部「World Population Prospect: The 2010 Revision」
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　人口構造のトレンドは働く場に大きな影響を及
ぼしている。世界の人口は増加基調にあり、2025
年までには80億人に達するだろう。しかし、この
増加は一様にはならない。というのも、一部の国で
は出生率の低下が他の国よりも深刻なためであ
る。2020年には年齢中央値が欧州で43歳、中国で
38歳、アフリカではわずか20歳となる 15。

　その結果、労働年齢人口はある地域から別の地
域へと大きくシフトしている。一部の国では労働
年齢人口が依然として急速に増加しており、例え
ばインドでは今後20年間にわたって、総労働力が
毎月約100万人ずつ増えるとみられる。しかし、
中国や韓国ではすでにピークに達しており、ドイ
ツでは過去10年以上にわたって減少している（図
7参照）。

　都市居住者は今後40年間に72％増加すると予
想されており、こうした都市化によって混乱は一
段と深まっている。小さな区域内に人材と資源が
集中すれば、それは強力な組み合わせとなる。現
在、都市は世界の経済生産量の80％を生産してい
る 16。しかし、無秩序な都市化によって、人口過密、
貧困や不十分な学校教育といった問題が発生する
可能性もあり、そうなると人材を惹きつけること
も育てることもできなくなる。

　また、企業の成長の原動力となるのは人材である。
そこで、このように大規模な人口構造の変化の中で
CEOが直面している最大の問題の一つとして、将来の
労働力を見つけて確保することが挙げられる。特に、
企業を前進させるためには熟練労働者が必要である。

将来の労働力の形成

63% 
のCEOは鍵となるスキル
の利用可能性について懸
念している。

58% 
の CEO は 新 興 国 の 労 働
コストの上昇を懸念して
いる。

図7　2世代後に、中国では労働者人口が1億5,000万人減少し、インドでは3億1,700万人増加するだろう
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母国回帰と賃金上昇
　本調査の回答者である企業幹部はこうした問題
を痛感している。CEOの半数は2014年中の増員
を望んでおり（図8参照）、約3分の2は適切なス
キルを持った人材を見つけることについて懸念を
抱いている。実際、この問題への懸念は強まり続け
ている（図9参照）。

　懸念するには理由がある。この問題は、先進国の
労働年齢人口が減少しているということだけにあ
るのではない。新興国の工業化により、先進国の企
業が目を向けた人材源の中には縮小しているもの
もある。新興国の工業化は二つの影響をもたらし
た。まずは頭脳の逆流である。先進国で高い教育を
受けた外国人が以前には利用できなかったビジネ
スチャンスに惹きつけられて帰国している。そし
てもう一つの影響が製造業の賃金上昇である。

　回答を寄せたCEOの半数以上はすでに新興国
の労働コストの上昇を懸念している。しかし、労働
力獲得競争の激化と生産力の増加に見合った賃金
上昇を求める社会的圧力の高まりによって賃金の
収縮が進むことから、企業の人件費は今後15年間
に一段と膨らむだろう（図10参照）。

　技術の進歩によって熟練労働者を見つけること
は簡単にもなれば、難しくもなるだろう。例えば、
デジタルプラットフォームを通じた在宅ワークが
可能になったことにより、退職していた可能性の
ある人材が働き続けるようになれば、熟練労働者
の確保は容易になる。

調査ベース：全回答者（2014年＝1,344名、2013年＝1,330名、2012年＝1,258名、2011年＝1,201名、2010年＝1,198名、2009年＝1,124名）
出典：PwC第17回世界CEO意識調査
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　しかし、同時に、テクノロジーが競合企業による
優秀な社員の引き抜きや優秀な人材の独立を促す
可能性もある。さらに、多くの職業で仕事をするた
めに必要な教育水準が上がり、また必要な教育の
種類も変化するだろう。また、テクノロジーによっ
て大量の労働者が不要になるようであれば、深刻
な社会問題が発生することになる。

29%

50%
は増加すると
回答 

20%

（2013年は45％）

は変わらないと
回答 
（2013年は28％）

は減少すると
回答 
（2013年は23％）

調査ベース：全回答者（1,344名） 
出典：PwC第17回世界CEO意識調査

図8　50％のCEOが今後12カ月間の増員を計画
質問：今後12カ月間で、貴社の雇用者総数（全世界）はどうなる

と予想されますか。

図9　CEOは鍵となるスキルの利用可能性に対する懸念を強めている
質問：貴社の成長見通しにとって脅威になる可能性がある経済、政策的、ビジネス的要因についてご懸念があるとしたら、それぞれどの程度でしょうか。（CEOが指摘

した脅威の一つが鍵となるスキルの利用可能性）



将来の労働力の形成

時間切れ
　CEOはこうした問題にどのように対応してい
るのだろうか。93％にも及ぶCEOが人材誘致と維
持のための戦略を変更する必要性を認識し、また
は実際に変更している（補足記事の若き労働者を
求めるNestléを参照）17。しかし、61％はまだ計画
に着手していない。これはおそらく人事部では対
処できないと考えているためであろう。約3分の
2のCEOは、自社の人事部には、変容をもたらすト
レンドに対応するために必要な変更に対する十分
な備えがないと考えている。逆に、自社の人事部に
十分な備えがあると考えているCEOは人材戦略
の強化措置をすでに講じている場合が多い。

　このような意思疎通の欠如は目新しいことでは
ない。CEOは決まり文句のように人材戦略を見直
していると話しているが、1年間で大きく前進し
ている様子はない。もっとも、もはや待つことはで
きず、周辺部分を適当にいじるだけでは不十分に
なっている。明日の労働力を構築するためには、新
たな人材源を探す必要があるだろう。また、働き方
や労働形態など、職場というものを考え直す必要
もある。

出典：PwC「Global wage projections to 2030」（2013年9月）
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若き労働者を求めるNestlé
　スイスの食品大手Nestléは、そのイニシア
チブにいち早く取り組んだ企業である。ベビー
ブーム世代が退職年齢に達して、欧州の従業員
9万3,000人の最大15％が2024年までに退職
するとの見通しから、これを懸念した同社は2
万人の若年労働者の採用に乗り出した。Nestlé
は今後3年間に30歳未満の人材を1万人雇用
したいと考えており、また1万人の研修生のた
めの職を新たに創出する予定で、最終的には正
社員にする可能性もある。

適切な人材の確保
　明らかな対策の一つとして、中国などの大型新
興国のみならず、インドネシア、ベトナム、フィリ
ピンなどにも人材を求めることがある。というの
も、大型新興国はすでに競争力が低下しているた
めである。賃金の収縮は先進国にも追い風となっ
ており、Fordなどの米国企業が生産拠点などを北
米に戻している 18。

　他にも人材源はある。例えば、多くの新興国では
女性の労働力がまだほぼ手つかずの資産となって
いる。家事労働の大半を担っているのはまだ女性
であるため、育児休暇やパートタイム労働、託児所
や高齢者介護といった家族にやさしい措置を講じ
れば、こうした問題が緩和される可能性はある（補
足記事の性別の壁を壊すを参照）19。

32% 
の CEO が 人 材 戦 略 の 変
更に着手した、または変
更を完了したと回答。

図10　新興国の賃金は徐々に先進国に追いつきつつある
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　将来の労働力としては、高齢労働者の役割も同
様に大きくなるだろう。一部の企業は高齢労働者
が直面する問題の軽減に努めている。ドイツの自
動車メーカーBMWは非常に想像力に富むアプ
ローチを採用している。2007年、同社は生産ライ
ンの一つにBMW全社員の2017年の予想平均年
齢と同じ平均年齢の従業員を配置した。そして、そ
の従業員たちにアイデアを募った結果、照明の改
善、調整可能な拡大鏡、フォントサイズが変更でき
るコンピュータ画面、体に優しい床材など、5万米
ドル未満の費用の簡単なデザイン変更によって大
きな効果が得られた 20。

　しかし、スキルを利用するために常に雇用が必
要なわけではない。携帯通信会社のgiffgaffでは事
業実現の鍵として顧客に頼っており、通常は従業
員が行う重要な業務を顧客が遂行している。同社
の顧客は、マーケティングキャンペーンへの参加
や新規顧客の獲得、コミュニティフォーラムで質
問に回答するたびにポイントを獲得する 21。また、
適格なフリーランサーを見つけるために、oDesk
などのオンライン人材登録会社といった外部の資
源にアクセスする方法も数多くある。

職場の定義を見直す
　将来の熟練労働者を確保するためのさまざまな
戦略について述べてきたが、これ以外にもより過
激な選択肢がある。それが職場そのものの定義を
見直すことである。

　ネットワーク社会の興隆によって、バーチャル
で働くこともすでにかなり容易になっている。す
でに指摘されているとおり、職場環境は場所を特
定しない傾向を強めている 22。文化の変化もこの
シフトを後押ししている。特に、若者世代はフラッ
トで柔軟な組織を望み、雇用主である企業の意思
決定プロセスに影響を与えたいと考え、通常のオ
フィス環境の外で働くことを好む傾向にある。

　これは雇用主にとってどのような意味を持つの
だろうか。一つには、こうした傾向によって、連絡
や研修のためにデジタルツールが提供されるよう
になった。また、個人が自律して働き、自身の時間
を管理できるような状態を築くことも必要となっ
ている。デジタル世代と自律的な労働者を管理
するためには、チームの招集や摩擦の解消を遂行
するための非常に高いスキルを持ち、コラボレー
ション型経営スタイルを備えた人材が必要である
ため、雇用主にとっての影響は大きい。

　さらに、現在では従業員がインターネット上で
簡単に世界に向かって情報を発信することができ
るため、企業がいかに従業員との関係を築くかと
いうことも重要になる。特にこれに該当するのは、
自身の価値観を支持する雇用主を求める若い労働
者である。

　ベネズエラの大手民間金融機関Banco Exterior 
のCEOであるRaul Baltar Estevezは、投資家は従
業員の価値観に注目すべきであると考えている。

「株主に言いたいのは、自社の従業員が会社に何を
欲しているかを知ることに興味を持つべきだとい
うことだ。というのも、富や付加価値を現時点で生
み出しているのも、将来それを生み出すのも従業
員であるため、自社の従業員が会社に対して欲し
ていることを理解すれば、より多くの富や付加価
値を生むことができるからだ。」

性別の壁を壊す
　Infosysでは、1年間の育児休暇、パートタイ
ム労働という選択肢、事務所近くの託児所、事
務所内にスーパーマーケットを完備して、多く
の女性従業員が出産後に退社する現象を食い
止めた。また、Cisco、GE、Intelではいずれも東南
アジアの女性従業員のためにネットワークイ
ベントを主催し、そこで女性が有用な人脈を作
り、精神的支援を受けられるようにしている。

若者は当社への入社を決
断する前に、私のことを
グーグルで検索する。彼ら
が注目するのは倫理的問
題や当社の業務の持続可
能性である。企業が若者を
テストするように、若者も
企業をテストしている。
Jan Johansson, 
CEO, Svenska Cellulosa 
AB（SCA）
スウェーデン

この数年は、新たな労働
世代の貢献に権限を与え
る組織設計に取り組んで
いる。
Mario Alvarado, 
CEO, Graña y Montero
ペルー



社会問題への取り組み
　これまでに概要を述べた対策の一部は人材不足
を緩和するばかりか、女性解放や高齢者の収入支
援といった社会的利益にもなる。

　不動産価格が非常に高い都市部での住宅供給
や、社会保険制度がない国での医療保険提供と
いった恩恵を従業員に与えることにより、社会問
題が軽減され、雇用主の魅力が増す。また、地域社
会でボランティア作業に参加したいと望む従業員
に対する支援も同様である。

　これ以外にも、企業自身にとって役立つことが
社会にも役立つこともある。例えば、アフリカでは
若年人口の増加が新規雇用の創出を大幅に上回
り、多くの若者が社会に不満を抱くようになった。
そこで、多国籍企業数社が地元企業の育成計画に
着手した。そうした事例の一つに、地元企業が所有
し、遠隔地でCoca-Cola社製品の流通・販売を担う
同社の小規模流通センターがある 23。

スキル基盤の拡大
　韓国政府は、三人以上の子供を持つ親に対す
る税制優遇措置を実施した。ドイツ連邦議会も
同様に退職年齢の引き上げやドイツ移民奨励
とともに出生率を押し上げるための奨励策を
導入した。同時に、中国政府も一人っ子政策を
緩和し、現在では夫婦のうちいずれかが一人っ
子である場合、二人まで子供を持てるように
なった。また、同政府は必要な労働者数が少な
くて済むハイテク産業の振興を図っている。

　しかし、行動が必要なのは人口減少国の政府
だけではない。スキルをほとんど必要としない
仕事ではますます自動化が進んでいるため、人
口増加国は、「人口増加の配当」を受けようとす
るならば、若者に適切なスキルを与える必要が
ある。

将来の労働力の形成

私たちは、年間約10万人
のエンジニアを輩出する
メキシコ国内の大学と緊
密に協力する必要がある。
しかし、業界の生産性に貢
献できるようになるには、
大学を卒業したばかりの
エンジニアのスキルを適
応させる必要がある（中
略）。当社では、企業大学を
設立し、従業員にさまざま
な業務の資格を与えると
同時にリーダーシップス
キルの訓練を実施してい
る。これは、民間企業と競
争しなければならない新
たな状況において重要で
ある。私としては、これが
重要な挑戦になると予想
している。
Emilio Lozoya, 
CEO, Petroleos
Mexicanos （Pemex）
メキシコ

64% 
の CEO は、熟練労働力の
創出が今後 3 年間の自社
にとっての優先事項にな
ると回答。

政策立案者との協力
　CEOは政府が将来の労働力供給について、応分
の責任を担うべきであると考えている。政策立案
者の中には先を見越し行動している向きもあるが

（補足記事のスキル基盤の拡大を参照）、CEOは総
じて政府の対応について疑わしく思っている。

　熟練労働力の創出が政府の最優先事項である
と考えている41％のCEOのうち、政策立案者が
有能であると考えているのは4分の1にも満たな
い。一部は規制が障壁になっていると考えており、
52％は規制が熟練労働者を確保する取り組みを
妨害していると回答している。

　非常に多くのCEOが自身で指揮を執っている
のはこうした理由にある。約3分の2のCEOは熟
練労働力の創出を重要な事業目標と見なしてい
る。ただし、地域によるばらつきは大きく、例えば
中東欧は人口減少ペースが他の大半の地域より
も急速であるにもかかわらず、CEOが熟練労働力
の開発に注力している割合は54％に過ぎない。他
方、アフリカの場合はその割合が84％にのぼる。
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将来の労働力の形成に関する難問
現在の人材問題に対処すると同時に、将来の労働力の誘致と維持には
どのように備えているか？

労働力の多様化を図るために何をしているか？
また、多様化の恩恵をどのように利用するつもりか？

自分の世代とは異なるニーズ、抱負、経験を持つ従業員をどのように
管理するか？

自律志向が強まる労働力を扱うという問題にどのように取り組むか？

人材パイプラインの方向性を誤った場合、企業はどのような損害を
被ることになるのか？



追加情報

ビジネスモデルの変更

新規市場の
ビジネスチャンス

消費需要の変化

新製品／新たな
サービスの提供コスト／価格設定の

変化

人材とスキル

テクノロジー

消費行動

持続可能性と
気候変動

政府の役割

持続可能なエネルギー源

製品／サービス

イノベーション

サプライチェーン

技術進歩

平均順位：2.31

50

30

19

81

人口構造の変化

平均順位：1.95

28

39

33
60

資源不足と気候変動

平均順位：1.87

29
30

41
46

都市化

平均順位：1.84

25
34

41
40

世界的な経済力のシフト

30

37

34

平均順位：1.96

59

2位に挙げられた割合%

1位に挙げられた割合%

3位に挙げられた割合%

1位～3位に挙げられた割合%

調査ベース：全回答者（1,344名）＋CEOへの追加インタビュー計＝2,053名
出典：PwC第17回世界CEO意識調査、こうした質問に対するCEOの具体的回答を調べるためにはwww.pwc.com/ceosurveyを参照のこと。

調査ベース：全回答者（1,344名）
出典：PwC第17回世界CEO意識調査

図A　世界のCEOが予想する（次の大きな流れ）
質問：今後10年間で社会、ビジネスまたは貴社の業界に革命的影響を与える

Next big thingとはどのようなものですか。
質問：なぜそれが貴社のビジネスに影響を及ぼすとお考えですか。

図B　CEOは技術進歩、人口構造の変化、世界的な経済力のシフトが今後5年間にわたって自社の事業に大きな影響を与えると考えている
質問：今後5年間で、次に挙げる世界的なトレンドのうち、貴社のビジネスに最も革命的影響を与えると思われるものを挙げてください。



PwC 第17回世界CEO意識調査 25

多少準備できている、準備できていない、分からないまたは回答拒否 よく準備できている

財務 取締役会 経営幹部 リスク管理 マーケティング／
ブランド管理

販売 IT 顧客サービス 人事 調達と外注 研究開発

56% 51% 50% 40% 37% 37% 35% 34% 34% 33% 28%

技術投資

組織の構築／設計

顧客の保持・増大戦略

コーポレートガバナンス

人材戦略

リスク管理へのアプローチ

生産能力に対する投資

データ利用と管理およびデータ解析

研究開発と革新能力

販売チャネル

サプライチェーン

M&A、合弁・共同出資事業または戦略的提携

主要な事業部門または本社の立地

変化の必要性を認識

変化のための戦略を策定中

変化のための計画を実現する
具体策を持っている

進行中または完了した

10 19 27 35

7 21 25 35

9 20 28 34

8 16 17 33

12 22 27 32

11 19 22 31

7 14 21 30

12 21 26 28

13 22 24 27

10 23 23 25

10 21 19 24

13 24 20 21

9 13 12 17

%

コスト削減戦略を履行する 以前アウトソーシングしたビジネスプロセス
または機能をインソーシングする

ビジネスプロセスまたは機能を
アウトソーシングする

64%

25%
14%

調査ベース：「今後5年間で貴社のビジネスに最も革命的影響を与えると思われる上位三つの世界的なトレンドを積極的に利用するために、現在、次に挙げ
る分野でどの程度変化しようとしていますか。」という質問に対して「変化の必要性を認識」、「変化のための戦略を策定中」、「変化のための計画を実現する具
体策を持っている」または「進行中または完了した」のいずれかを選択した回答者（1,338名）
出典：PwC第17回世界CEO意識調査

調査ベース：全回答者（1,344名）、出典：PwC第17回世界CEO意識調査 

調査ベース：全回答者（1,344名）
出典：PwC第17回世界CEO意識調査

数値についてさらに詳しく調べるためにはwww.pwc.com/jp/ceosurveyのデータエクスプローラより参照することができます。

PwC 17th Annual Global CEO Survey

質問：今後5年間で貴社のビジネスに最も革命的影響を与えると思われる上位三つの世界的なトレンドを積極的に利用するために、現在、次に挙げる分野で
どの程度変化しようとしていますか。

図D　自社の大半の事業部門が変化に対して十分に備えていると考えているCEOはわずかに過ぎない
質問：貴社が世界的な変革のトレンドを積極的に利用するために変化していることに関し、次に挙げる貴社の各部門はどの程度、変化に対する準備ができて

いますか。

図E　CEOは経営モデルの進化に伴ってコスト削減を計画
質問：今後12カ月間に、あなたが計画している事業再構築活動は、次のどれですか。

図C　大半の事業分野で、少なくとも4分の3のCEOが世界的な影響に対応して変革を図る必要性を認識している、もしくは実際に変更を実行し
ている。



新たな消費者への対応

　ここまで考察してきたテクノロジーや人口構造
に関するトレンドによって、国内および国家間の
双方で大きな経済シフトが起きている。その結果
として、消費にも同じように重大な変化が起きて
いる。本調査に回答した企業幹部はその影響を強
く実感しており、52％が消費行動の変化について
懸念している。

　CEOは三つの重要課題に直面している。消費者
の進化方向は市場ごとに異なっているため、企業
は動く標的を追わなければならない。つまり、多
様化が進み、要求も増えている顧客セグメントの
ニーズに対応しなければならないのである。また、
一段と激化する競争にも打ち勝つ必要がある。

より豊かな世界
　世界はより豊かになっている。中流層の消費者
数は今後15年間にアジアを中心として劇的に増
加すると予想される（図11参照）24。これは、さま
ざまな事業機会をもたらしている。その傾向が特
に強いのが、より豊かな消費者がお金を使う文化
や娯楽、サービスやヘルスケアといった分野の企
業である 25。

　都市化に伴い、こうした富は地理的に集中する
傾向も強めている。上海はすでにオランダと同
じくらい豊かである 26。2025年までに、イスタン
ブールのGDPはオーストリア並みになり、ニュー
デリーのGDP はニュージーランドにほぼ匹敵す
る水準になるだろう 27。

出典：Brookings Institute

203020202009

サブサハラアフリカ
中東および北アフリカ
中南米
北米

欧州

アジア・太平洋

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

52% 
の CEO は 消 費 支 出 や 消
費行動のシフトを懸念し
ている。

世界のGDP成長率は低下
しているが、チャンスは数
多く存在すると考えてお
り、アジアに目を向けれ
ば、生活の質の向上を求め
る基本的ニーズの高まり
が見受けられている。ま
た、アジアの驚くべき人口
がやがて世界市場に加わ
ることを考えても、私は依
然として楽観的に状況を
捉えている。
David Thodey, 
CEO, Telstra
オーストラリア

（100万人）

図11　中流層の世界的な拡大
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細分化する顧客基盤
　しかし、所得の大幅な不均衡は依然として残っ
ている。例えば、E7諸国の平均所得はG7諸国の3
分の1にも満たない（図12参照）28。また、OECD諸
国では3カ国を除く全ての国でこの20年間に貧
富の差が拡大している 29。

　顧客基盤は他の点でも同様に多様化している。
都市化によって、地方と都市の格差も拡大してい
る。核家族に代わって家族の形も多様化している
ため、世帯の構成も進化している。また、国内の人
口動向によって、富の再配分も変化している。
 

カナダ

ブラジル

米国

英国

メキシコ

フランス

ドイツ ロシア

日本

中国

インドネシア

インド
イタリア

トルコ

E7諸国G7諸国

　例えば、米国では年間所得が10万米ドルを上回
るヒスパニック系世帯の数が2000年以降に41％
も増加した 30。また、女性の購買力も拡大の一途を
たどっている。女性が地方から都市に出て、農作業
の代わりに事務職または専門職に就くようになっ
ていることから、2020年までには10億人を上回
る女性が中流層の仲間入りを果たすだろう 31。

中国の投資ブームがまだ
終わっていないという時
期に、平均的な中国人は大
量消費者へと変貌を遂げ
つつある。その実現には長
い時間を要したが、中国人
が米国人に代わって中国
経済の主たる消費者にな
りつつあるという事実は
非常に重要なトレンドで
ある。
Alexei Yakovitsky, 
Global CEO, VTB Capital
ロシア

世の中のあらゆるテクノ
ロジーのおかげで、消費者
が利用できる情報は大幅
に増加している。消費者
は、コミュニケーション方
法も、求めているものもさ
まざまである。私たちは
日々状況が変化する中で、
顧客がそうした消費者を
捉えるための支援を適切
かつ信頼できる方法で提
供する必要がある。
Michael I. Roth, 
Chairman and CEO,
Interpublic Group
米国

出典：国際通貨基金「World Economic Outlook: Hopes, Realities, Risks」（2013年4月）

図12　E7諸国の1人当たりGDP（購買力平価換算）はまだG7諸国の3分の1にも満たない（米ドル）



2003年～2012年

累積貿易額の
年率換算増加率

貿易額：
1兆3,300億米ドル

貿易額：
1兆200億米ドル

貿易額：
4,200億米ドル

貿易額：
2兆1,100億米ドル

諸国諸国

新たな消費者への対応

攻撃される既存企業
　その上、世界の経済力バランスがシフトしてい
ることから、新興国市場と成長市場の企業が同じ
消費者をめぐって争うことが一段と容易になって
いる。インフラや教育に対する国内支出の増加と
外国人直接投資の増加が相まって、生産性は急速
に改善している。一部の新興国企業は研究開発に
対する大型投資も行っている。また、不完全な段階
で新商品を発売し、後で改良することをいとわな
い企業が多いため、市場投入までの期間も先進国
企業より短い場合がある。

　経済改革と商品需要の拡大によって、こうした
展開は強化され、ついには新興国が相互に結び付
いた強力な経済圏が形成されている。2003年か
ら2012年の間、E7諸国間の貿易フローの増加は
G7諸国とE7諸国の間のほぼ2倍、G7諸国間の5
倍にもなった（図13参照）。

　こうした動向を踏まえると、約半数のCEOが市
場への新規参入企業について神経質になっている
理由が分かるだろう。もっとも、多くの産業では、テ
クノロジーによって参入障壁は低くなっている。ま
た、最も破壊的な新規参入企業は全く予想外な方面
から来る可能性もある。インターネット時代には、
スキルを持ったフリーランサーが短期間に結集し、
効率的なオンライン市場を通じてデータ入力など
の商品化されたサービスを購入することも可能で
ある。3D印刷技術が向上すれば、特注品を速やか
に、割安に、かつ現地で生産することもできるよう
になるだろう。

46% 
の CEO は 市 場 へ の 新 規
参入企業について懸念し
ている。

出典：国際連合貿易開発会議（UNCTADSTAT）（2012年2月14日）

図13　E7諸国は緊密な経済圏を形成
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新規市場への移動
　ではCEOはどのような反応を示しているのか
というと、顧客基盤の地理的移動には迅速に適応
してきた。今後12カ月間に最も成長が見込まれる
海外市場として挙げられた10カ国のうち、6カ国
は新興市場が占めている。

　新規市場参入については、政府の支援が有効で
あったとの指摘もあり、35％は規制が新規市場
での機会追求に役立っていると述べている。もっ
とも、これを上回る40％が、これとは逆の意見と
なっている。同様に、51％は規制によって製品や
サービスデリバリーの基準が高まったと考えて
いる。

　しかし、顧客の期待は多方面で進化しており、こ
れに対するCEOの取り組みは遅い。おそらく一因
としては、そうした期待が変化するペースがあま
りにも早いことや、激動期に変化を遂げるために
は時間が必要なことが挙げられるだろう。大多数
のCEOは、顧客の保持・増大に関する戦略や販売
チャネルの変革を計画している。しかし、この変革
に着手しているCEOは少ない（下記参照）。また、
こうした作業を担当するマーケティング部門、営
業部門、顧客サービス部門が目的にかなっている
と考えるCEOはわずか3分の1に過ぎない。

　しかし、私たちと話したCEOの一部は、全く新
しい経済状況の中で消費者へのマーケティングや
販売の方法を変えるには行動が必要であること
を、分かりすぎるくらい分かっている。以下では、
CEOが探っているビジネスチャンスの一部を綿密
に見ていく。

顧客の保持・増大戦略

変化の必要性を
認識

変化のための戦略を
策定中

変化のための計画
を実現する具体策
を持っている

進行中または
完了した

9% 20% 28% 34%

10% 23% 23% 25%

調査ベース：全回答者（1,344名）
出典：PwC第17回世界CEO意識調査

Michelinは規制を支持し
ており、世界各国での討議
において発言している。規
制によって品質に対する
考え方が強化され、研究が
有用であることが証明さ
れる。その結果、Michelin
社製タイヤに組み込まれ
るテクノロジーが奨励さ
れるのである。しかし、世
界のさまざまな地域で、規
制が保護主義的になれば
それは脅威にもなり得る。
Jean-Dominique Senard, 
CEO, Michelin Group
フランス

CEOは自社の顧客対応を変える必要性を認識
質問：今後5年間で貴社のビジネスに最も革命的影響を与えると思われる上位三つの世界的なトレンドを積極的に利用するために、

現在、次に挙げる分野でどの程度変化しようとしていますか。（挙げられた分野のうちの二つを掲載）

販売チャネル



貧困層に狙いを定める
　しかし、富を追い求めることだけが成長への手
段ではない。見識あるCEOは、十分なサービスが
行きわたっていない階層に注力することが社会的
に望ましいだけではなく、同様に利益ももたらす
ことを認識している。数十億人にのぼる世界の貧
困層はまとまると莫大な購買力を持つ。また、多く
の新興国政府は現在、事業を展開する地域社会へ
の支援をせずに市場に参入する多国籍企業を快く
思っていない。従って、現地の地域社会のニーズに
対応することにより企業の“操業許可”を守ること
ができる。

　 米 国 に 拠 点 を 置 く 無 線 通 信 技 術 と サ ー ビ
ス の 世 界 的 プ ロ バ イ ダ ー で あ るQualcomm  
Incorporatedは、この消費者層の要求を満たすこ
とによる収益機会と社会的恩恵の双方に注目して
いる。Chairman兼CEOのDr. Paul E. Jacobsは「世
界中で携帯電話はあらゆる人々の生活に影響を与
えている。人々は第二世代の電話や電話がない状
態からインターネットへと移行しているため、ア
フリカや東南アジア、これまで大幅な成長が見込
めると考えられてこなかった地域にも、私たちに
とっては非常に大きな事業機会がある。

　私たちはハイエンドに投資し、テクノロジーを
トップダウンで浸透させていくだけではなく、最
もローエンドでのコスト節減にもかなりの重点を
置いている。当社は新興国の人々の生活を変え、生
活水準を向上させることができるだろう。人々は
以前に触れたこともないような情報や教育、ヘル
スケア、ガバナンスにアクセスできるようになる
だろう。アフリカでは不正投票の探知のためにテ
クノロジーを利用しており、今では必ずしも携帯
電話と関連付けられていなかったようなことも可
能となっている。」と述べている。

特定顧客層への対応
　明確に限定された顧客層のために特注品や特注
サービスを創造することは当然ながら目新しいこ
とではない。しかし、多様に顧客層の規模、所在、
嗜好がさまざま発展しており、世界的トレンドに
よって要求水準が高まっている。

　ニュージーランドの娯楽・ゲーム会社SKYCITY 
Entertainment Group Limitedは人口属性による
利点に注目している。「オークランドなどでは中国
人、インド人およびそれ以外のアジア人の数が増
えていることから、当社は人口構造の変化により
事業機会を得ている。」と、CEOのNigel Morrison
は述べている。また、「高齢化社会に関しては、人々
が集って、一流の食事や娯楽を楽しむことのでき
る素晴らしい施設を提供することは、高齢者の交
流を可能にするという点で非常に重要である。そ
の他の人口構造の変化としては、若者とテクノロ
ジーをめぐるものがある。さまざまな双方向的な
技術とともに成長してきた若者は私たちにとって
の課題である。」とも述べている。

　スイスに拠点を置く世界的なヘルスケア・ソ
リューション・プロバイダーのNovartisも高齢者
層への対応に大きな事業機会があると考えてい
る。CEOのJoseph Jimenezは「最大のトレンドは
高齢化である。数十年後には、65歳超の人口が驚
異的な数字になる。しかし、これによって新たな予
防維持薬の需要が生まれることは明らかだ。ITの
急発展と私たちが現時点で取り組んでいること
は、高齢化に伴う問題への対応に役立つだろう。」
と述べている。

新たな消費者への対応

経済成長ペースの加速が
アフリカやアジア全般お
よび中南米にシフトして
いることから、消費財を扱
う企業は適切な商品を適
切な店で適切な時期に適
切な価格で販売すること
で状況に順応し、新たな消
費者のニーズを満たす必
要がある。
Muhtar Kent, 
Chairman and CEO,
The Coca-Cola Company
米国

私たちは製品志向の企業
から顧客志向の企業への
移行をさらに進めている。
そこで、顧客を戦略と事業
活動の中心に据えて、非
常に強力なセグメンテー
ション戦略と結び付けた。
これは当社にとって、顧客
の情報ニーズに対する満
足度を一段と高めるため
に提供し得る新商品や新
たなサービスを特定する
機会となっている。
Donatella Treu, 
CEO, Il Sole 24
Ore SpA イタリア
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　しかし、貧しい消費者の要求を満たすためには
製造、マーケティング、販売においてこれまでと
は基本的に異なる手法を採用しなければならな
い。QualcommのJacobsは次のように述べてい
る。「私たちは実行速度を速めることに努めてい
る。また、新製品も投入している。フィードバック
が商品開発チームにより早く届き、製品に迅速に
反映できるように、製品管理を一部の新興市場に
移行させた。」

共有型経済への参加
　もっとも、インターネットでつながった世界
では、ある製品またはサービスを永久に所有し
て楽しむ必要はない。これによって、「消費」方法
が変化している。eBayや Craigslistなどのオン
ライン市場は所有者が次々に代わること（serial 
ownership）を容易にすることによって、この革命
に着手した。他にも、所有の必要性を放棄した企業
がある。娯楽が欲しいならNetflixから映画を借り、
旅行に行きたいならカーシェアリングサービスの
Zipcarから自動車を借り、休日の計画を立てたい
なら、Airbnbに空き部屋を登録している50万人
の一人に宿泊を申し込むといった具合である。

　テクノロジーが余剰能力を正確かつ簡単に測定
して現金化するツールを提供する一方で、都市化
によって多くの市場の要求をより効率的に満たす
ためのクリティカルマスが生まれた。こうしたト
レンドが相まって、収益力のある新しいビジネス
モデルが創造されている。AvisやGeneral Motors
のような会社がカーシェアリング会社に投資し、
Daimlerがcar2goを自社でフランチャイズ展開
していることは決して偶然ではない 32。しかし、共
有型経済は一部の所有者に集中していた資産の利
用手段を社会の最貧層に与えることによって、大
きな社会的利益も実現するだろう。

新たな消費者への対応に関する難問
自社の価値を創造しているのは誰か？あなたか、消費者か？
それはどのようにして？

非常に多様な顧客層の進化するニーズにどのようにして
後れを取らずに、そうしたニーズを予測しているのか？
こうしたニーズに対応するために、提供する製品やサービスを
どのようにしてカスタマイズしているのか？

製品またはサービスではなく、成果を売るために行わなければならない
変革とはどのようなものか？

持続可能性はコスト削減に勝るか？それはどのような環境においてか？

消費者の信頼を維持または回復するために、2014年に実行する
三つのことは何か？



ハイブリッドリーダーシップ
の必要性

　CEOは、技術進歩、人口構造の変化、世界的な経
済力のシフトが世界を作り変えることを承知して
おり、これに対応している。少なくとも75％は、大
半の事業分野について変革の必要性を認識してい
る、変革を計画している、すでに変革の実行に着手
した、のいずれかである。しかし、ほとんどのCEO
は、自社の組織に十分な準備ができていないこと
を認めているにもかかわらず変革プログラムに着
手していない。

　それはなぜか？CEOは過去80年間で最悪の経
済危機を経験し、当然ながら慎重になっている。こ
うしたトレンドの規模の大きさも、おそらくは大
きな要因であろう。トレンドに対処するだけも、経
営陣は手一杯なはずだ。

　ただし、今後、座ってただじっと眺めているだ
けでは、状況に対処することはできないだろう。
では、CEOは何をすべきなのか。有用な処置は二
つあると考えている。つまり、複数の事業計画期
間を採用することによって戦略設定プロセスの
改善を図ることと、自社の総合的な影響を複数の
基準に基づいて測定し、最良の妥協点を見つける
ことによって意思決定プロセスの改善を図るこ
とである。

多焦点の展望の採用
　CEOは、短期、中期、長期のそれぞれについて計
画を立てなければならないことを認識している。
多くは、現在の事業計画対象期間に満足しておら
ず（図14参照）、一部は期間の延長を望んでいる。
1年を事業計画対象期間としているCEOの割合は
全体の12％で、このうちの70％が3年、5年もし
くは5年超の事業計画期間を望んでいる。また、現
在の事業計画期間が3年のCEOの割合は全体の
51％で、そのうちの38％が5年もしくはそれ以上
の事業計画期間を望んでいる。しかし、5年単位で
計画を立ているCEOのうち19%は、これを1年も
しくは3年に短縮することを望んでいる。
 
　英国に拠点を置く保険会社AvivaでGroup CEO
を務めるMark Wilsonは「計画を立てる際に、一
つのレンズのみで考えることができるとは思わな
い。来週何をしているかについて考え、来年何をし
ているかについて考え、そのうえで3年、5年、10
年のサイクルについても考えなければならない。
私は長期にわたるビジョンが必要だと考えてお
り、限定的なアプローチによって1年ごとに計画
を立てるといったシナリオは好まないため、私た
ちが目指すプロセスでは双方向性が高まる。私た
ちは、計画の立案方法において機動力を高める必
要がある。」と述べている。

私の場合、計画（夢）は10
年単位で考え、集中するの
は5年間、実行するのは3
年間である。
Juan Pablo Calvo, 
CEO, Nuevatel PCS de
Bolivia（VIVA）
ボリビア
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　複数の事業計画期間を採用することは当然なが
ら非常に難しく、四半期ごとの業績報告という圧
力下にある上場企業の場合は特にそうである。ス
イスに拠点を置く銀行UBSでGroup CEOを務め
るSergio Pietro Ermottiは「 今 後3年 間 か ら5年
間の戦略的計画を立てることは常に極めて重要で
ある。しかし現在、経済情勢も政治情勢も金融市場
も非常に変動が激しく、変化のスピードも非常に
速いため、短期的な影響を無視することはできな
い。これが特に当てはまるのは四半期ごとに財務
報告を発表しなければならない上場企業である。
ここでの大きな課題は、短期計画と長期計画の適
切なバランスを維持することである。」と述べて
いる。

全ての影響に注目
　当然ながら重要なのは、企業が採用している事
業計画対象期間だけではない。社会、環境、税金、経
済といった方面全般における企業活動の総合的な
インパクトも同様に重要である。ほとんどのCEO
はすでに、企業が財務面での責任と同様に社会的
責任を負っていることを認識している。また、投資
家や従業員、顧客だけに重点を置くのではなく、さ
まざまなステークホルダーの利益のバランスを取
ることが重要であると考えている。さらに、それに
は自社の活動が及ぼすインパクトを総合的に測定
することが必要であることも理解している（図15
参照）。

　しかし、ほとんどの企業は財務業績のみを測定、
報告しており、その測定手法も型どおりである。つ
まり、投入量と産出量を測定し、業績が軌道から外
れる原因となり得る要因のみをリスクとして定義
しているのである。

　企業の総合的なインパクトを測定することで、
経営陣は企業が及ぼすインパクトの全体像を把握
することができる（図16参照）。従って、例えば、
事業を行っている地域社会の保健医療や教育に対
する企業の社会面でのインパクトが分かる。その
他にも大気、土壌、水質に対する企業の環境面での
インパクト、公共財政に対する企業の税金面での
インパクト、企業が創造する付加価値または雇用
に関連する経済面でのインパクトなどがある。

　国連ハイレベルパネルが2015年以降の開発に
ついて発表した報告によると、現時点で自社の社
会面でのインパクトや環境面でのインパクトを報
告しているのは大企業の約4分の1である 33。この
パネルは、極端な貧困を2030年までに根絶する
ことを目的とした一連の推奨策の一環として、全
ての主要企業および政府に対し、こうしたインパ
クトの測定を求めている。比較的短期間のうちに
こうした測定を採用するには、情報収集の変革の
みならず、これに向けた企業幹部の意識改革が必
要になる。

世界全体が相互に結び付
くこのような不透明な世
界において、私は重要な事
業計画対象期間は「今」と

「中長期的な未来」の二つ
であるとの考えをますま
す強めている。「今」は当然
ながら業界の動向に左右
される。当社の場合、「今」
は2年間と定義している。
現時点で開発しているこ
との影響は2年以内に現
れることが非常に多い。同
時に、私たちは10年先の
ことを考えている。また、
この10年間の展望を踏ま
え、現行のビジョンや事
業の方向性が適切なアプ
ローチであるか否かにつ
いても常に積極的に考え
ている。
Matti Alahuhta,  
President & CEO, Kone
フィンランド

現在（％） 理想（％）

5年

5年超

3年

のうち

のうち

のうち

のうち

1年

1年 3年 5年 5年超 その他

107 9

12181 4

31 7 2

21 247 3

2

73

66

57

27

現行

現行

現行

現行

24%

9%

51%

12%

調査ベース：全回答者（1,344名）
出典：PwC第17回世界CEO意識調査

図14　多くのCEOは事業計画対象期間の変更を望んでいる
質問：貴社の事業計画対象期間は、現在どのくらいになりますか。
質問：あなたとしては、理想的な事業計画対象期間はどれくらいですか。
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　こうした課題はあるものの、企業のインパクト
をビジネス界の共通言語で定量化することには主
に二つの利点がある。これによって経営陣はさま
ざまな戦略の利点と欠点を理解し、全てのステー
クホルダーにとって最良の決定を下すことができ
る。そしてそれによって企業は信頼を高め、顧客を
拡大し、利益を増やすことができるのである。

調査ベース：全回答者（1,344名） 
出典：PwC第17回世界CEO意識調査

投資家、顧客、従業員のニーズを超えた社会のニーズを満たし、
将来世代の利益を守ることが私のビジネスにとって重要である

当社が与える総合的なインパクト（非財務面）を測定し、
報告することは長い目で見れば当社の成功に貢献する

31

32

44

42

2840
ビジネスの目的は全てのステークホルダーの

利益のバランスを取ることである

%

賛成 強く賛成

　スペインに拠点を置く建設・環境サービス会社
のFomento de Construccionesy Contratas (FCC) 
は、自社の活動が与えるより広範なインパクトの
調査に取り組んでいる。CEOのJuan Béjarは「私
たちは当社の建設プロジェクトやサービス契約が
与える財務以外のプラスのインパクトを査定する
プロジェクトを構築している。他方、当社の環境

図15　ほとんどのCEOが、企業には商業面での役割と同時に社会的役割があると考えている
質問：あなたは次の声明にどの程度賛成あるいは反対ですか。（挙げられた声明のうち3つを掲載）

図16　企業の総合的なインパクトを測定することは最良の進路を示すのに役立つ
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自社の繁栄を確実にする
チャンスに立ち向かうた
めに、今日のCEOはトリプ
ルボトムラインの考えに
向かって進まなければな
らないと考える。現時点で
欠けているのは測定であ
る。現在は、金融市場が企
業、特に上場企業を左右す
る。金融市場の観点から企
業がどれほど健全である
かを最終的に決定する書
類としては貸借対照表、損
益計算書、キャッシュ・フ
ロー計算書の3つがある。 
しかし、この3種類の書類
は事業の総合的な影響に
ついてあまり明らかにし
ていない。したがって、わ
れわれにはより広範なス
テークホルダーの関与を
測定して数値化し、報告す
ることを試みるシステム
を構築することが非常に
必要である。
Badr Jafar, 
Managing Director, 
Crescent Group
UAE

サービスや水資源管理活動はいわば都市の持続可
能性政策の一環であるが、私たちとしてはこの活
動をさらに進めて、共通の社会的価値観の背後に
ある本当の原動力を見つけたいと考えている。」
と述べている。

　他方、米国に本社を構える世界的飲料会社The 
Coca-Cola Companyはさまざまな市場で、地元
の結び付きを利用し、ステークホルダーの利益
に対する理解を深めている。Chairman兼CEOの
Muhtar Kentは「当社は現地で原材料を調達し、現
地でマーケティングや生産を行い、現地で社員を
雇用し、商品を流通させている。そうすることで、
製品やサービスを提供する市場に関する見識を大
いに養い、持続可能な業務を行う際の優位を確保
しているのである。」と述べている。また、「現時点
では、地域社会との結び付きを一段と強めて、一層
幅広いステークホルダーのための価値はもちろ
んのこと、パートナーのボトリング会社、小売店
やレストランなどの顧客、消費者、 サプライヤー、
NGO、行政組織、政府などのための価値も創造し
たいと考えている。現在はこれまでのどの時期よ
りも、企業が政府、市民社会、企業のゴールデント
ライアングル全体を通じて事業を展開しなければ
ならない時期である。」とも述べている。

ハイブリッドリーダーシップ
　しかし、将来に関する案内書はない。また、現時
点で直面している世界的トレンドが特に扱いにく
いのは、ハイブリッド型のリーダーシップスキル
を必要としているためである。

　CEOは現在の事業を運営できなければならない
が、将来の事業も創造しなければならない。創造性
も育まなければならないが、それは系統だったも
のでなければならず、世代も文化も多様な世界中
の労働力を管理し、かつてないほどに多様となっ
た消費者のニーズを満たさなければならない。あ
らゆる成長機会を追求しなければならない一方
で、社会の利益にも留意する必要もあり、品質や職
業規範といった伝統的な価値について妥協するこ
とも許されない。

　言い換えれば、今日のCEOは目先と遠くの両方
を見ることができ、古いものと新しいものの中か
ら最良のものを組み合わせ、将来に適合するため
に多くの変化に対応しつつ自社の指揮を執れるハ
ブリッドリーダーとなる必要がある。

ハイブリッドリーダーシップに関する難問
自社の長期ビジョンを実現するのに十分（あるいは劇的）な変革を現時点で実行するための
ポジションを、どのように確保しているか？

持続的で、信頼性があり、包括的な本物の成長をどのように促しているか？

現在の決定がステークホルダーや自社の将来の事業に与えるインパクトを、どのように測定しているか？

最大の価値を創造する決定に至るまでに、さまざまなステークホルダーにとっての期待または
成長への相対的インパクトをどのようにして査定／比較しているか？

次の世代に残したいものについて考えたことがあるか？
それをどのように戦略的計画に組み込んでいるか？
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対面形式のインタビューに協力いただいたCEO
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インタビューからの引用またはビデオの要約はwww.pwc.com/jp/ceosurveyをご覧ください。
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調査方法および謝辞

調査方法とお問い合わせ窓口

　PwCでは、世界68カ国の1,344名のCEOに対して定量的イ
ンタビューを実施しました。サンプルの選択は調査対象国の
GDPが世界全体に占める割合に基づいて行い、世界の主要国お
よび主要地域全体のCEOの意見が公平に示されるようにしま
した。また、このインタビューは業界全般を網羅しています。お
問い合わせいただければ、地域別および産業別のさらなる詳細
も提供します。インタビューの手段は、54％が電話、38％がオ
ンライン、8％が郵送です。全ての定量的インタビューは機密扱
いで実施しています。

　GDP規模が世界のトップ10の国で調査対象とする企業の
条件は、従業員数が500人を超えているか、売上高が5,000万
米ドルを上回る企業に設定しました。続く20カ国で調査対象
とする企業の条件は、従業員数が100人超、あるいは売上高が
1,000万米ドル超の企業です。 

•  44％の企業は売上高が10億米ドル以上である。 

•  35％の企業は売上高が1億米ドル超10億米ドル以下である。

•  18％の企業は売上高が1億米ドル以下である。

•  46％は民間企業で、50％は少なくとも1カ所の証券取引所
に上場している。

　2014年に向けたCEOの展望への理解をより深めるために、PwC
では2013年第4四半期中に、6カ国の34名のCEOに対してさらに
詳細なインタビューを行いました。このインタビューは本稿でも
引用されており、より広範な抜粋はPwCのウエブサイトwww.pwc.
com/jp/ceosurveyでセクター別および地域別に閲覧可能です。

　PwCが誇る専門家の広範ネットワークが、本調査の分析に意
見を提供しました。PwCの専門家の国籍、業界は多岐にわたっ
ています。

注：全ての数値を足した合計が、100%にならない場合もあり
ます。これは、パーセント計算で切り上げを行ったり、「どちら
でもない」「わからない」を選んだ回答者を除外しているため
です。

日本のお問い合わせ先
PwC Japan
ブランド&コミュニケーションズ
pwcjppr@jp.pwc.com

北米
212名（16％）*

中・東欧
113名（8％）*

アジア・太平洋
445名（33％）*

中東およびアフリカ
80名（6％）*

 2013年には、9月9日から12月6日までに

世界68 カ国の1,344 名に対して
インタビューを実施

PwCのグローバルなCEOパネルの

2,162 名のメンバーたちにも
オンライン調査を依頼し、回答を得る。

中南米
165名（12％）*

西欧
329名（24％）*

*地域ごとのインタビュー実施数
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